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はじめに 

 

 京都市立病院（以下、「市立病院」という。）は、地方独立行政法人京都市立病

院機構（以下、「病院機構」という。）による運営のもと、公立病院として、感染

症対応や救急医療などの政策医療を担うとともに、高度医療機器の活用や多職

種連携によるがん治療の提供など、地域の医療を支える中核的な役割を果たし

てきた。 
 一方で、市立病院の収支は、令和５年度から３期連続の赤字となっている。

これにより、病院機構全体では、令和７年度決算で債務超過に陥った。また、令

和７年度には運転資金が枯渇したことから、京都市からの資金繰り支援（貸付）

を受けて運営せざるを得ない状況となっており、極めて厳しい経営状況にある。 
 京都市は、病院機構の設立団体として病院経営コンサルタント会社も活用し、

市立病院を取り巻く医療環境や経営課題等の分析を行った。 
 これによると、京都市内には高度急性期・急性期機能を担う中核病院が数多

く存在し、医療提供体制が充実している反面、経営面では激しい競争環境にあ

る中、他の自治体病院と比較して、医師数が多いことなどによる人件費、業務

委託費が高いという構造的課題があり、人員数のコントロールや委託費の削減

可能性の検証等の経営管理（ガバナンス）の不足を指摘されている。 
 このため、市立病院においては、人件費及び委託費の適正化など経営基盤の

強化に取り組むとともに、将来の地域需要に合わせた持続可能な市立病院の在

り方の検討を進めている。 
 こうした中、京都府においては、２０４０年を見据えた地域の医療需要と供

給の適正化に向けた、新たな地域医療構想の議論が開始されたところであり、

今後、令和１０年度までに各医療圏における必要病床数、病院間の役割分担等

の調整に向けた検討が進められるが、まずは市立病院が果たす役割・機能を明

確にする必要がある。 
 このような市立病院の現状と課題、医療制度等の状況を踏まえ、京都市医療

施設審議会は、令和８年８月２０日に市長から諮問を受けた、２０４０年を見

据えた市立病院が担うべき役割・機能や病院規模等の在り方について、答申す

る。 
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１ 市立病院の現状 

⑴ 経営状況等 

ア 入院患者数の推移 

市立病院における入院の実患者数は、地方独立行政法人化した平成２３

年度以降、順調に増加してきたが、令和２年度には、新型コロナウイルス感

染症の影響により、大きく減少した。新型コロナが５類に移行した令和５年

度以降、徐々に回復しているものの、コロナ禍以前の水準には戻っていない。 

平均入院日数は、医療の高度化や診療報酬制度の改定等により、１４.６

日（Ｈ２２）から９.７日（Ｒ７）まで短縮している。このような中、一般

病床利用率は、入院実患者数が増加していた期間は８４％から８９％で維

持してきたが、コロナ禍以降は６６％から７４％と低迷している。 

こうした状況を踏まえ、令和７年度には、一部の一般病床を休床しており、

これを考慮してもなお一般病床利用率は８０.７％であり、入院患者数は頭

打ち状態となっている。 

また、国全体の入院患者数は、２０２５年にかけて増加すると推計されて

いたが、実績では減少しており、市立病院においても同様の傾向が見られる。 

 

＜入院患者数の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜平均入院日数及び一般病床利用率の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※休床は反映していない 
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＜市立病院の主要指標＞ 

事項 令和６年度 令和７年度 

一般病床利用率（※） 71.4％ (78.1%) 73.8％（80.7%） 

平均入院日数 9.5 日 9.7 日 

入院診療報酬単価 84,564 円 83,948 円 

外来診療報酬単価 22,126 円 24,344 円 

経常収支比率 93.9％ 94.1％ 

修正医業収支比率 93.2％ 91.9％ 

人件費比率（対医業収益） 48.1％ 50.1％ 

材料費比率（対医業収益） 34.3％ 35.3％ 

※５２８床ベース。括弧内は、休床を除いた４８３床ベースの一般病床利用率 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 2013 年推計において福島県は市町村別に将来推計人口が公表されていないため、全国推計は福島県推計と、福島県を

除く現行の二次医療圏（324）別推計の合計値としている。 

※ 入院患者数は一般病床及び療養病床（介護療養病床を除く）に入院する者に限る。なお、病院報告については病院の

１日平均在院患者数であり、有床診療所の患者数を含まない。 

出所：厚生労働省 令和７年１０月１５日地域医療構想及び医療計画等に関する検討会資料 

※ポイント 
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イ 深刻な経営状況 

市立病院では、この間、懸命に入院患者数の増加や経費削減による収支改

善に取り組んでいる。令和７年度には、国による賃上げ・物価上昇支援事業

等が実施されたことなどもあり、収入が増加したものの、退職給付費用や物

価高騰に伴う材料費の増加等により支出も大きく増加したことで１３.３

億円の赤字となり、現在、令和５年度から３期連続の赤字である。これによ

り、病院機構全体で債務超過に陥った。 

また、令和７年度には運転資金が枯渇したため、京都市から３１億円の資

金繰り支援（長期貸付）を受け、令和８年度についても、１０月時点で２０

億円の資金繰り支援（短期貸付）を受けており、極めて深刻な経営状況とな

っている。 

なお、京都市からの公的支援としては、病院の事業において、その性質上、

事業の経営に伴う収入をもって充てることが適当でない経費や、能率的な

経営を行ってもなおその事業の経営に伴う収入をもって充てることが客観

的に困難であると認められる経費については、運営費負担金・交付金の対象

として、京都市から病院機構へ必要な額を交付できることとなっており、令

和７年度は病院機構全体で１５億円の交付を受けた。 

 

 

＜令和７年度決算＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※（）は令和6年度からの増減 [単位：億円]  

R６全体 R7全体

市立 京北 市立 京北

①収入
205.8 198.1 7.8 218.2 210.7 7.5

(＋12.4) (＋12.7) (△0.3)

14.5 12.7 1.8 15.0 13.1 1.9

(＋0.5) (＋0.4) (＋0.1)

220.2 210.9 9.3 233.3 224.0 9.3
(＋13.1) (＋13.1) (＋0.0)

△14.4 △12.9 △1.5 △15.1 △13.3 △1.8

(△0.7) (△0.4) (△0.3)

△0.1 △0.1 0 △0.6 △0.02 △0.6
(△0.5) (＋0.1) (△0.6)

△14.5 △13.0 △1.5 △15.7 △13.3 △2.4
(△1.2) (△0.3) (△0.9)

※表中の金額は億円未満の端数処理のため、合計が一致しない場合がある。

主な増減要因、特記事項など

・入院延患者数の増加、腫瘍用薬の使用量増による
　診療単価の増加、賃上げに対応する診療報酬の増加等
　による医業収益の増加（R6比＋7.9億円）
・賃上げ・物価上昇支援事業等による補助金等収益の
　増加（R6比＋3.3億円）うち、運営費負

担金・交付金

⑤純損益

　（③＋④）

②支出

・賃上げ対応及び退職給付費用の増加による給与費の
　増加（R6比＋7.9億円）
・腫瘍用薬の使用量の増加及び物価高騰による材料費の
　増加（R6比＋4.3億円）

③経常損益
　（①-②）

④臨時損益
・京北病院の固定資産の減損を計上
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ウ 経営面の課題（収支構造） 

医業収益に対する各費用の構成割合について、黒字である他の自治体の

地域医療支援病院と比較した場合、市立病院の「経費・医業外費用」が大き

く上回っている。また、「経費・医業外費用の内訳」をみると、そのうちの

５５％を委託費が占めている。 

市立病院では、ＰＦＩ手法を活用しており、施設整備事業や病院運営・施

設維持管理業務の多くを、当該事業のために設立された株式会社ＳＰＣ京

都に委託している。令和９年度末で、当該ＰＦＩ事業の契約が終了する予定

であり、これを見据え委託業務の見直しは必須の課題である。 

人件費については、類似規模の自治体病院と比較すると、特に医師数が多

い。委託費及び人件費の高さが、市立病院における経営面の大きな課題とな

っている。 

 

＜収支構造（全体像）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 紹介患者に対する医療提供、医療機器等の共同利用の実施等を通じて、第一線の地域医療を担うかかりつけ医、
かかりつけ歯科医等を支援する能力を備え、地域医療の確保を図る病院として相応しい構造設備等を有する病院
（黒字の自治体立病院のみ抽出） 

出所：全国公私病院連盟「令和 7 年病院経営実態調査報告」 



6 

＜収支構造（委託費）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜収支構造（人件費）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※ 比較対象は 300～399 床 および 400～499 床 自治体病院 常勤換算職員数とした。市立病院の職員数は令和６年度 
出所：全国公私病院連盟「令和７年病院経営実態調査報告」 

*1：400 床台自治体病院の委託費について、期間中の届出病床加重平均値である 498 床あたりに換算し算出（令和 7 年 4 
月～令和 8 年 2月まで 503 床、令和 8 年 3月は 440 床） 

  管理委託・清掃については、施設規模で変動する為、538 床（許可病床）あたりで計算  
*2：その他項目には、歯科技工・診療録管理業務を含む。  
※SPC 京都委託費 
 PFI の手法により、施設整備事業や病院運営・施設維持管理業務等の「京都市立病院整備運営事業」を株式会社 SPC 
京都(当該事業のために設立された特別目的会社)に委託している費用 

※表示単位未満は端数処理を行っているため、差額や割合が一致しない場合がある。 
※市立病院委託費は令和７年度実績 
出所：全国公私病院連盟「令和 7年病院経営実態調査」 

（単位：百万円） 
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⑵ 市立病院を取り巻く状況 

市立病院が所在する京都・乙訓医療圏では、医療完結率が９０％を超えて

おり、地域の医療需要は満たされている。 

その一方で、市内には広域を対象に高度・専門的な医療を提供する京都大

学医学部附属病院、京都府立医科大学附属病院をはじめ、市立病院と同等以

上の高度急性期機能を担う中核病院が数多く存在し、こうした病院が入院

患者の６４％を占めるなど、激しい競争環境にある。 

 

 

＜京都・乙訓医療圏における流出入の状況＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：京都府保健医療計画、厚生労働省「患者調査（令和 5 年）」、総務省「国勢調査」（令和 2 年） 、 
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 （令和 5 年推計）、厚生労働省「患者調査」（令和 5 年） 
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＜競合病院所在地＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜競合病院の機能＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 令和８年６月時点 
出所：厚生労働省ウェブサイト、京都府ウェブサイト、厚生労働省「病床機能報告結果」 

出所：近畿厚生局ウェブサイト 
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＜京都市内の施設別退院患者数＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜京都市内の診療科別退院患者数シェア＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※公開されている退院患者数の数値が 0 人の施設は除く 
出所：厚生労働省「令和 6 年度 DPC 導入の影響評価に係る調査『退院患者調査』」 

出所：厚生労働省「令和 5 年度 DPC 導入の影響評価に係る調査『退院患者調査』」 
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２ 市立病院の医療機能 

⑴ 政策医療 

ア 感染症医療 

市内唯一の感染症専用病床を有する第二種感染症指定医療機関とし   

て、令和７年度は結核患者を延べ１，６４３人、感染症患者を延べ   

７８６人受け入れている。コロナ禍でも積極的に患者を受け入れるなど、

京都市域の感染症医療に重要な役割を果たしている。 

  

＜他病院との定量的な診療体制の比較＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所:各病院ウェブサイト、京都府「第 8 期医療計画」、厚生労働省「感染症指定医療機関の指定状況（令和７年４月１日現在）」、 
京都府「京都府エイズ治療拠点病院案内」、厚生労働省「病床機能報告」（令和６年度） 
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イ 救急医療 

市立病院から５ｋｍ圏内には、救急告示医療機関が２４病院あるが、

救命救急センターは市内東部に集中している。市立病院は、京都市中西

部の救急医療を支える拠点として、年間５，０００件以上の救急搬送患

者を受け入れるなど重要な役割を果たしている。 

＜救急告示医療機関概要＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所:市立病院資料、京都府「京都府の三次救急医療体制について」、京都府医師会「救急告示医療機関一覧」、 
厚生労働省「外来機能報告」（令和 7 年度）、各病院ウェブサイト（令和 8 年 8 月 7 日時点） 

*1:ウェブサイトより、救急科専任の常勤医・専攻医の人数をカウント。非常勤、顧問、客員教授、客員講師、大学院生は 
含まない 

*2:救急科専任でない 
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ウ 小児医療 

市立病院から５ｋｍ圏内に小児対応病院は９病院あるが、２４時間体

制で小児救急を受け入れているのは、市立病院、第一赤十字病院、第二

赤十字病院の３病院のみであり、京都市域の小児救急において重要な役

割を果たしている。 

＜小児対応病院概要＞ 

    

  

*1:略称一覧 
小入：小児入院医療管理料 
新回復：新生児治療回復室入院医療管理料 
周：総合周産期特定集中治療室管理料 
新：新生児特定集中治療室管理料 
*2:新生児科を含む（小児科 8 名、新生児科 12 名） 

出所:市立病院資料、厚生労働省「病床機能報告」（令和 6 年度）、各病院ウェブサイト（令和 8 年 8 月 7 日時点） 

注：小児に関連した管理料を算定しており、市立病院から 
10km 圏内の病院を抽出 

※病院からの距離が近い順 
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エ 周産期医療 

京都市内には、大学病院や周産期母子医療センターが、市立病院を含

めて９施設あるなど、周産期を支える体制が充実している。また、京都

市内の分娩数に対して、通常分娩を取り扱う施設は充実しており、受入

環境が整っている。 

 

＜分娩実施施設等概要＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*1：実績は厚生労働省「出産なび」にて令和 8 年 8 月時点に掲載されている数値 
*2：新生児の診察に関わる小児科医の人数を記載。常勤医、非常勤医をあわせた数（「出産なび」による定義） 
出所：厚生労働省「病床機能報告(令和 7 年)」、「出産なび」、「周産期母子医療センター一覧（令和 8 年 4 月 1 日現在）」、 

京都市出生数は京都市「令和６(2024)年京都市の合計特殊出生率 統計解析№153 」 
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オ 災害医療 

京都・乙訓医療圏に災害拠点病院は７病院あり、市内西部の拠点病院

として、ＤＭＡＴの充実や災害備品等を整備し、災害マニュアルやＢＣ

Ｐ等に基づいた訓練を継続的に実施するなど、大規模災害や事故等に備

えている。令和８年熊本地震においてもＤＭＡＴ及び災害支援ナースを

派遣するなど、大きな役割を担っている。 

＜災害医療・DMAT の活動実績＞ 

令和８年８月 熊本地震に際し、 ＤＭＡＴ及び災害支援ナースを派遣 

令和６年１月 能登半島地震に際し、ＤＭＡＴ及び災害支援ナースを派遣 

令和２年２月 新型コロナウイルス対応（ダイヤモンド・プリンセス号）に 

際し、ＤＭＡＴを派遣 

平成２５年１０月 ヘリポートの運用を開始 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 
出所：京都府「京都府の災害医療体制について（令和 5 年 4 月 1 日現在）」 
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⑵ がん医療 

地域がん診療連携拠点病院として、高度医療機器を活用し、多職種が積

極的に関わった手術・放射線治療・化学療法等の集学的治療を提供するな

ど、がん医療の充実と質の向上に努めている。 

診療科別にみると、複数の診療科で「悪性腫瘍」の市内シェアが高く、

放射線治療目的の入院では、市内５位（１０％）のシェアを占めるなど強

みとなっている。 
 

 ＜がん医療に係る主な実績＞    

地域がん診療連携拠点病院の指定要件 指定要件 
Ｒ６年実績 

（R6.1.1～12.31） 

ア 院内がん登録数 

（入院、外来は問わない自施設初回治療

分） 

500 件以上 1,494 件 

イ 悪性腫瘍の手術件数 400 件以上 1,065 件 

ウ がんに係る薬物療法のべ患者数 1,000 人以上 2,048 件 

エ 放射線治療のべ患者数 200 人以上 468 件 

オ 緩和ケアチームの新規介入患者数 50 人以上 171 件 

＜京都市内の診療科別シェア＞ 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）市内シェアは、DPC 公開データをもとに MDC6 毎に主に受け入れている診療科を特定し、診療科ごとに集計した。 
出所:厚生労働省「DPC 退院患者調査」、DPC データ（2024 年 4 月～2025 年 3 月） 
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３ 今後の在り方検討の視点 

⑴ 国における２０４０年の医療需要予測 

国の２０４０年の医療需要については、医療・介護の複合ニーズを有する 

８５歳以上の高齢者が増加することに伴い、８５歳以上の高齢者の救急搬

送及び在宅医療需要が増加すると見込まれている。 

審議会においても、高齢者に対する福祉サービスの多様化などにより、入

院よりも在宅を選択される方が増えていることや、入院日数が短期化する

傾向にあることに加え、認知症のある方をはじめ入所者の緊急時の受入ニ

ーズが高まると実感しているとの発言があり、医療・介護・福祉の連携の必

要性について確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※救急搬送の１月当たり件数を、年齢階級別人口で除して作成。 
※性別不詳については集計対象外としている。また、年齢階級別人口については、年齢不詳人口を除いて利用した。 
出所：厚生労働省 令和６年８月２６日地域医療構想等に関する検討会資料 
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高齢者の急性期における入院は、若年者と比べ、医療資源を多く要する手

術を実施するものは少ないなど、比較的多くの病院で対応可能という特徴

があり、将来の急性期医療ニーズは減少すると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 京都・乙訓医療圏における将来の医療需要（推計） 

京都市では、２０４０年にかけて人口が約１１万人（７.７％）減少する

見込みである。生産年齢人口（１５〜６４歳）の大幅な減少（約１４万人減）

と、７５歳以上人口の高止まり（６５〜７４歳は約５万人増）が続き、医療

ニーズの質や受療動向に大きな影響を与えることが予測される。  

新たな地域医療構想における策定ガイドラインに基づく必要病床数は、

京都府において今後策定されることになるが、国の２０４０年の病床数の

必要量から、京都・乙訓医療圏の人口推計で機械的に試算すると、急性期病

床の必要量は大きく低下する見込みである。 

  

※ 傷病名は、急性期入院料等を算定する病棟における ICD-10 傷病名 

出所：厚生労働省 令和８年１月 16 日 第９回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会 資料 



18 

＜京都市の人口推計＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜２０４０年の国の病床数の必要量の機械的試算＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜２０４０年の京都・乙訓医療圏の必要量の機械的試算＞ 

 2025 年病床機能報告 2040 年必要量 

高度急性期 2,996 
約 4,900 

急性期 6,752 
回復期（包括期） 3,117 約 5,400 

慢性期 3,428 約 3,700 
休棟等 776 

 

合計 17,069 約 14,000 

出所: 地域医療構想ガイドライン参考資料から抜粋 
 

出所: 国立社会保障人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（令和 5 年推計） 
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⑶ 市立病院本館の老朽化の状況と必要な経費 

市立病院本館は築３４年を迎えているため、今後１０年以内に安全かつ

効率的な医療環境を維持するための大規模改修・設備投資（工事費の試算 

１００億円規模。利子負担を含む総費用は１２５億円規模）が必要となる。 

 

＜本館の修繕費用（令和７年１１月時点概算）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑷ 京都市からの公的支援の考え方 

京都市からの公的支援として、病院の事業において、その性質上、事業の

経営に伴う収入をもって充てることが適当でない経費や、能率的な経営を

行ってもなおその事業の経営に伴う収入をもって充てることが客観的に困

難であると認められる経費については、運営費負担金・交付金の対象として、

京都市から病院機構へ必要な額を交付できることとなっている。 

建物の大規模改修等の設備投資を行う場合、設立団体である京都市が地

方債を発行して、金融機関から設備投資に係る費用の全額を調達し、病院機

構に貸し付け、返済にかかる元利償還金の５０％を設立団体である京都市

が運営費負担金・交付金として交付することで、実質的な財政負担の軽減を

図る仕組みとなっているが、市税金で賄っていることを踏まえれば、必要な

設備投資の精査は必要である。 
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＜費用負担のイメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年１０月現在、市から病院機構へ運転資金として延べ５１億円の

貸付を行っており、政策医療等への運営費負担金・交付金に加えて、多額の

資金繰り支援を実施せざるを得ない中で、さらに建物の建替えや大規模改

修に係る京都市による費用負担は、その必要性について十分な説明責任が

求められる。 

なお、国においても高騰する施設整備費等について、病院等の老朽化に対

応する新たな支援制度の創設を検討されており、こうした動きにも注視す

る必要がある。 

 

４ 市立病院の今後の在り方の基本的な考え方 

  市立病院が、公立病院としてこれまで担ってきた役割や強みを踏まえ、政策

医療や急性期医療を中心に、「市民への安全・安心な医療の提供」と「持続可能

な運営」を両立させていく必要がある。 

  ただし、将来の急性期医療のニーズは大きく減少する見込みであることに加

え、市内の急性期医療を含む医療環境は全国的に見ても非常に充実しており、

他の医療機関による代替可能性は高いものと考えられる。 

  また、市立病院における厳しい資金繰りと返済負担の中、大規模改修経費等

については、最大限その負担を避けるべきである。 

  こうしたことを踏まえ、医療機能については、連携・再編・集約化を進める

とともに、病院規模を適正化する必要がある。その際には一部の診療科の廃止

等も想定される。 

  なお、市立病院の危機的な経営状況の大きな要因である、人件費や委託費の

高さ、経営管理体制などの構造的課題の解消は、どのような在り方を目指す場

合でも、持続可能な運営に向けては必要であり、早期の経営健全化に向け、早

急な取組が求められる。 
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５ 機能の在り方 

  ２０４０年を見据えては、以下の機能に取り組む急性期拠点病院を目指すこ

ととしてはどうか。 

⑴ 政策医療 

感染症医療、救急医療、２４時間受入の小児救急、災害医療は、現在、市

立病院が担う役割が大きいことから、引き続き必要な機能を担うことが期

待される。 

周産期及び新生児医療については、市内の周産期母子医療センター等の

体制が充実しており、受入環境が整っていることから、必ずしも市立病院が

担う必要はない状況となっている。 

 

⑵ がん医療 

ロボット支援手術をはじめとした高度医療機器の導入や、地域がん診療

連携拠点病院として、多職種が積極的に関わった治療の提供により、がん医

療は市立病院の強みとなっている。また、今後もニーズが見込まれることか

ら、引き続き、がん医療に取り組むことには合理性がある。 

ただし、今後、手術療法の減少や、放射線、薬物療法が増加していく見込

みであることから、人員体制、医療機器の確保・運用にあたっては、実績を

踏まえつつ計画的に取り組むことや、難易度の高い手術療法等については、

大学病院との連携の深化と役割分担を進めていく必要がある。 

  

⑶ その他医療機能／機能分化・連携強化 

今後の高齢化に伴い、増加が見込まれる高齢者の救急搬送や福祉施設・在

宅からの緊急受入に対応し、急性期治療後における回復期病院や福祉施設

等とのシームレスな後方連携・退院支援を推進する必要がある。これにより、

機能分化と連携強化を図り、地域包括ケアシステムの構築に貢献すること

が期待される。 

なお、市立病院が提供すべき機能については、社会情勢等に応じて変化す

ることから、定期的に検証、見直しを行う必要がある。 
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６ 規模の在り方 

以上を踏まえ、機能・規模を縮小する以下の５つの案について議論した。 

なお、市立病院では、現在の入院患者数の動向や機能を維持した場合の将来

需要等を踏まえ、令和８年３月に４４０床に病床を削減している。 

案①（病棟集約：４４０床）については、現状規模を維持する案であり、経営

改善が実現した場合の収益性は高いと見込まれるものの、高額な大規模改修が

必要であるなどから、厳しい資金繰りが想定される。 

案②（診療科撤退・縮小：３６９床）は、大規模改修費の圧縮が限定的であ

り、経営改善時の効果が下がると見込まれる。 

案③（機能集約・縮小：２２３床）は、本館の大規模改修費を避け、北館に集

約する案であるが、北館集約に係る改修費が必要となり、詳細な設計はしてい

ないものの、本館の大規模改修費と同等以上の経費が想定されている。 

案④（在宅拠点・縮小：１９９床）については、回復期機能は民間病院が担

い、急性期機能を担う市立病院は、こうした病院と後方連携を強化することで、

地域包括ケアに貢献すべきと認識が共有された。 

案⑤（診療科撤退・縮小：２６０床）は、本館の使用を最低限に抑えること

で、大規模改修費の圧縮を実現するものである。 

審議会では、大規模改修経費の負担が最も少ない案が望ましいという認識と

ともに、規模の縮小は収益減少につながり、経営が非効率になる場合もあり、

大規模改修費も含めた市からの借入金の返済も含めて運営が成り立つのか見極

めが必要との懸念が示された。この点、案①、③、⑤について収支シミュレーシ

ョンを行い、収益規模の確認及び資金繰り支援の返済負担への対応を検証した。 

以上を踏まえると、案⑤（診療科撤退・縮小：２６０床）が有力ではないかと

の結論に至った。 
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７ 機能及び規模の見直しの進め方 

機能及び規模等の見直しにあたっては、患者が引き続き適切な医療を受け続

けられるよう以下の点に留意しつつ、より詳細なシミュレーションのもと具体

的な計画を検討し、取組を進める必要がある。 

 

⑴ 診療科の再編 

急性期病院では、診療報酬が高い診療科を残していかなければ病院経営

が困難になる。しかし、診療報酬制度に基づき結果として収益が高くなる診

療科があるが、患者の治療では、チーム医療として、複数の診療科がそれぞ

れの専門性に応じた診療実績を重ねることでこれを支えている。 

このため、診療科の縮小・廃止の検討にあたっては、個々の診療科の収支

だけではなく、適切な医療の提供ができるよう留意する必要がある。 

また、周産期医療を廃止とする場合は、社会的ハイリスクのある妊産婦に

ついて、地域全体で受入に支障がないように十分に留意すべきである。 

 

⑵ 病床及び人員の削減 

病床を削減した場合、必要人員が縮小することで、職員の削減など体制を

見直す必要があり、一度削減した病床を元に戻すには、人員の確保を含めて

相当な労力を要する。 

このため、病床削減は、職員の雇用も含めて検討すべきであり、急激に行

うのではなく、適宜、病床稼働率の状況等を踏まえながら段階的に行う計画

を検討する必要がある。 

また、病院職員は地域の医療を支える大切な人材であり、人員削減にあた

っては医療機関や関係団体等とも連携し、地域全体での雇用の維持も検討

するなど、慎重かつ丁寧に進める必要がある。 

 

 

８ 病院運営の在り方 

設立団体である京都市は、中期目標において、市民に提供すべき政策医療を

掲げる。これを受け、病院機構が実現するための具体的計画やマネジメントを

中期計画で定める。 

病院機構は、公営企業型地方独立行政法人であり、経済性を発揮し、独立採

算で経営を行うことが原則であるが、事業運営に伴う収入をもって充てること

が適当でない、又は客観的に困難な経費については、設立団体が負担するもの

とされており、京都市は政策医療など、不採算な事業の運営に係る経費につい

て財政措置を講じている。 

病院機構の理事長をはじめとした市立病院の経営陣の責務は、京都市が財政

措置を講じていることも踏まえ、中期計画に基づき取組を進め、目標を達成す
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ることである。 

中期目標・中期計画は、京都市会において議論され、承認を受ける必要があ

る。また、計画の進捗にあたっても、京都市が主催する評価委員会でモニタリ

ングを行い、その結果を京都市会に報告しチェックを受けることが求められる。

京都市の責務は、こうした市立病院において提供する医療機能、病院機構の運

営状況等が、市民も含めた京都市全体でオーソライズされるよう取り組むこと

である。このためにも、日頃から医療の提供により果たしてきた役割や成果に

ついて、京都市と病院機構が情報発信及びアピールすることが必要である。 

  このような、京都市と病院機構の役割分担と責任のもと、連携体制を一層強

化し、病院の運営と改革に取り組むことが求められる。  

 

 

９ 新たな地域医療構想への対応等 

今後、京都府における新たな地域医療構想の策定に向けた議論・検討では、

２０４０年の医療需要や構想区域（医療圏）の見直しが進められる。その上で、

各病院からの医療機関機能報告を踏まえ、２０２８年度までに各医療機関が担

う機能の確保や役割分担が決定される予定である。 

審議会では、２０４０年を見据えた市立病院が果たすべき役割・機能、それ

に応じた病院規模について議論してきたが、これは、京都府における新たな地

域医療構想の議論・検討にあたっての前提となるものである。 

そして、新たな地域医療構想のもと、構想区域において持続可能な医療提供

体制が確保できるよう調整が図られることとなる。 

国が示す地域医療構想ガイドラインでは、市町村の役割として、他の医療機

関と同様に、病床数の適正化（ダウンサイズ）や提供する医療内容の見直し等

を行い、地域全体に係る提供体制の構築・維持や連携・再編・集約化の取組への

協力が求められているところである。 

医療機能、病院規模の見直し、改革を進めるにあたっては、こうした新たな

地域医療構想に係る協議内容等を踏まえ、今後も地域の要請に対応していくこ

とが求められることに留意しておく必要がある。 
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まとめ 

審議会では、２０４０年を見据えた市立病院の果たすべき役割・機能、病院規

模等の在り方について議論してきた。 

昨今の地方における病院の在り方に関しては、医師をはじめとした地域の医療

資源の不足等を理由に、経営に苦しむ病院の廃止や統合が議論されることが多い。

しかしながら、今回の議論では、市内の医療環境が全国的に見ても非常に充実し

ており、各病院が急性期の医療需要の減少等に対応するため、医療機能や規模の

見直しを迫られる中で、市立病院の役割・機能と規模をどう考えるか、京都市な

らではの地域特性を踏まえたものとなった。 

医療機能については、感染症、救急、災害などの政策医療の提供や、高齢化の

進展に伴い、医療・介護・福祉の連携がより一層重要となる中、市民が地域で安

心して生活していくため、地域包括ケアシステムにおいて、市立病院が公立病院

としての役割を果たすことが期待されていることを改めて確認した。また、これ

まで市立病院において、高度医療機器の導入とその診療実績を重ねてきたがん医

療に重点化することには合理性があるとした。 

病院規模については、経営面では規模が大きい方が一般的には収益を確保でき

る。しかしながら、地域における将来の医療需要、何より市立病院における経営

状況、将来の費用負担等を考慮すると、持続可能な運営に向けては、規模の縮小

はやむを得ないという意見で一致したところである。 

今後、京都市、病院機構が改革に向けた具体的な計画を検討することとなる。

現在の市立病院の経営状況等を踏まえると、迅速な経営改革の断行が必要である

ことについては議論を待たないところであるが、京都府においては新たな地域医

療構想策定に向けた議論が開始されたところであり、こうした地域全体の医療提

供体制を構築するにあたっては、京都府、京都市、大学病院、医師会や病院など

の医療関係者、介護関係者等もあわせて議論を進め、連携・協働を図っていくこ

とが何より重要である。 

市立病院が、将来に渡って安全・安心な医療を提供できるよう、本答申の内容

を踏まえながら取り組んでいただくことを期待する。 
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資料 

⑴ 京都市医療施設審議会委員名簿 

                      （令和８年１０月１６日時点） 

児玉 直久 京都市老人福祉施設協議会 会長 

佐和 貞治 京都府立医科大学附属病院 病院長 

新納 麻衣子 公認会計士 

髙折 晃史 京都大学医学部附属病院 病院長 

竹田 史門 京都市地域包括支援センター・在宅介護支援センター連

絡協議会 会長 

武田 隆久 京都私立病院協会 会長 

豊田 久美子 京都府看護協会 会長 

南島 和久 龍谷大学 政策学部教授 

濱島 高志 京都府医師会 監事 

山谷 清志 同志社大学 名誉教授 

○は会長（五十音順・敬称略） 

 

 

⑵ 開催状況 

 

＜第１回＞ 

 日 時：令和８年８月２０日（木）午後４時～午後５時３０分 

  議 題：新たな地域医療構想を見据えた「京都市立病院の在り方」について 

  場 所：京都市役所 本庁舎１階 第１会議室 

 

＜第２回＞ 

  日 時：令和８年９月４日（金）午後２時３０分～午後４時 

  議 題：新たな地域医療構想を見据えた「京都市立病院の在り方」について 

  場 所：京都市役所 分庁舎４階 第２会議室 

 

＜第３回＞ 

  日 時：令和８年１０月８日（木）午後１時３０分～午後３時 

  議 題：新たな地域医療構想を見据えた「京都市立病院の在り方」の答申（案）

について 

  場 所：京都市役所 本庁舎１階 第１会議室 

 

○ 
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⑶ 京都市医療施設審議会規則 

昭和 40 年７月 22 日規則第 42 号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、京都市執行機関の附属機関の設置等に関する条例第８条の規

定に基づき、京都市医療施設審議会（以下「審議会」という。）に関し必要な事項

を定めるものとする。 

（会長） 

第２条 審議会に会長を置く。 

２ 会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

４ 会長に事故があるときは、あらかじめ会長の指名する委員がその職務を代理す

る。 

（招集及び議事） 

第３条 審議会は、会長が招集する。ただし、会長及びその職務を代理する者が在

任しないときの審議会は、市長が招集する。 

２ 会長は、会議の議長となる。 

３ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

４ 審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

５ 審議会は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対して、意見の陳述、

説明その他の必要な協力を求めることができる。 

（庶務） 

第４条 審議会の庶務は、保健福祉局において行う。 

（補則） 

第５条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が

定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成９年３月 31 日規則第 143 号） 

この規則は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則（平成 10 年３月 31 日規則第 113 号） 

この規則は、平成 10 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 11 年３月 31 日規則第 118 号） 

この規則は、平成 11 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 23 年７月８日規則第 18 号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 25 年 11 月 15 日規則第 68 号） 

この規則は、公布の日から施行する。 


